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大学評価と大学改革
私学高等教育研究所主幹　　喜多村 和之

今日、皆様方にお話ししたいのは、国

立大学の独立行政法人化が第一点です。

私の結論は、独立行政法人というのは

私学にも非常に関係があるということ

でお話しさせていただきます。もう 1

つ、今年4月1日から、文部省が法律に

基づき「大学評価・学位授与機構」とい

う国立大学を評価の対象にするという

新しい機関をつくりました。これは、い

わゆる第三者評価機関ですが、私の考

えでは私学にとって大いに関係がある

と申し上げたいと思います。
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行政改革で2001年から省庁が改編さ

れます。文部省は文部科学省に、大蔵省

は財務省に変わります。行政改革とい

うのはただ行政を改革するだけでなく

て、国家公務員の定数を減らすという

問題があります。国家公務員数の見直

しは現内閣の公約で、自由党と公明党

との連立内閣を組んでいる時に25％削

減するという話になったわけです。こ

の25％削減というのが、国立大学の独

立行政法人化にかかわるわけです。

狙われたのが教職員数が非常に多い

国立大学です。国立大学の教職員数

125,000人を全公務員数から差し引きま

すと、公務員の定数の25％には届かな

くても、それに近い数が実現できるこ

とになる。国立大学は今までは国の施

設なんですけど、国の施設とは法律用

語で公営造物となるわけです。今の国

立大学の位置づけは、広い意味では行

政機関の一種なんです。ですからこれ

を行政機関から外して法人化する。法

人化というのは、要するに自分が権利、

義務の主体になれるのです。全国立大

学99校を全部独立行政法人に移すこと

によって、125,000人の公務員の定数が

そこから外れ、公務員型独立行政法人

という名前を考え出したのです。公務

員型独立行政法人というのは、定数か

らは外れるけれども、国がお金を出す

ことについては何も変わらない。実際

はそれによって税金が減るわけでも何

でもない。行政改革というのは、最初か

ら一種のまやかしがあります。

国立大学の方では反対運動をやって

いますが、「独立行政法人になっても、

公務員としての身分は保証します。だ

からそれを認めなさい」というのが文

部省の考え方です。少なくとも公務員

の定数削減だけを考えると、実質的に

は公務員の数は減らないけど制度的に

は減る。国立大学も公務員の身分を保

証してくれなければ絶対反対になると

思いますが、それが保証されるならも

うやむを得ないということになるで

しょう。もっとけしからん話は、公務員

型になるということすら正式な文書に

は書いていないということです。これ

は一種のパンドラの箱で、新聞も本気

で書きません。実はそういう制度的ま

やかしが行われようとしているのです。

6月23日、文部大臣は国立大学に対し

て「公務員の身分を取り上げないし、予

算も減らしません。ただし効率や能率

によっては査定で評価します。だけど、

今までのように既得権については十分

配慮します。独立採算制にはしません」

と言っているのです。私学はすべて独

立採算制ですから、自分で収入の道を

探さなければならない。ところが国立

大学の場合は独立採算制ではないと

言っています。実は国立大学の独立行

政法人化というのは、例えば、単年度主

義の予算を来年度にまたがってもよい

とか、給与などの待遇もその大学で決

められるなどいろいろな規制を緩和す

るのに、国立大学はどうしてそんなに

反対するのか？という話になります。

私学は学生の授業料への依存度が非

常に高いわけですから、学生が減れば

直ちに収入に響いてきます。しかも、教

職員の給与は学生の納付金に頼ってい

る。ところが、国立大学の場合、その部

分は国が全部出すわけです。例えば、

「文部大臣所轄学校法人・国立学校（収

入）」という文部省が作った図を見ます

と、国立学校では平成10年度に2兆7000

億円かかっている。そのほとんどが国

立大学予算です。病院収入や借入金な

どの収入、つまり自分で稼いでいる分

を引きますと、1兆5,000億円足りない。

その足りない分は一般会計、つまり税

金から来ています。

今度は「文部大臣所轄学校法人」を見

ていただきますと、これは私立大学だ

けではありませんが、いわゆる法人の

会計になります。学生納付金は収入の

50.2％とあります。教職員の給与等は

学生納付金プラス補助金ということに

なるわけです。補助金は6,443 億円と

なっていますが、これは国公私全部あ

わせた補助金額ですので、私立大学は

約3,000億ということになります。国立

大学99校には1兆5,000億が出されてい

るのに、私立大学に対しては464校全部

あわせて、わずか3,000億の補助金しか

出ていないのです。

ある地方国立大学の学長さんが「う

ちは他と比べるととても規模が小さい。

独立法人になったら授業料も給与も自

分で決めることができる。いっぱい学

生が集まれば、それだけ収入が入るけ

れども、少ししか学生が集まらなけれ

ば、それだけ収入が減る。そうすると、

去る7月13日、大学教育研究センター

の主催で喜多村和之氏の講演会が開か

れた。「国立大学の独立行政法人化」と

「第三者評価機関設立」に私学人はもっ

と注目すべきだとし、声を上げるべき

だと強く促された。ここに当日の講演

の抄録を掲載する。
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何とかして学生定数を高めなければな

らない。そこで、その周辺の私立大学の

学生募集市場をいわばもぎ取る。そう

すると2、3年は持つだろう」とはっき

り言っています。こういうことが地方

ではかなり起きてくる可能性がありま

す。国立大学が独立行政法人になると

いうことは、私学に国立が近づいてく

る。逆に言うと、私学と国立大学は形態

が似てくる。そこで、学生を巡って、お

金を巡っての競争が起こるのです。

私学から見ますと、国立大学は国か

らお金が出ていて非常に安定している

けれども、何かやろうとしても規制が

あって出来にくかったわけです。私学

の場合なら、新しい学部、学科をつくる

といっても国立より楽なわけです。経

営自体としても競争的環境になる。あ

る政治家は「これでは国立はいいとこ

ろ取りですよ。私学はそれでいいんで

すか」と言われたそうです。残念なこと

は、そういう状況になっているときに

私学人があんまり声を上げないという

ことです。

第三者評価機関が4 月に発足しまし

た。100人の事務官と1,000人近い審査

委員から構成される巨大な評価機関で

す。しかし、これをご存じな方はどのく

らいいらっしゃるでしょうか？これは

新聞に小さく出るくらいですから、よ

ほど注意して見ないとわからない。3月

半ばに国立学校設置法改正案が通った

のですが、これに何が書いてあるかと

いうと、学位授与機構のところへ「大学

評価・学位授与機構」を設置するという

ことだけです。素人から見たらそれが

何を意味しているか全然わかりません。

しかもそういう情報は文部省は流さな

い。流さないと言われるのは困るから

目立たないように流している。独立行

政法人は見たことがあるけれども、そ

れが一体どういうふうに自分に関わる

ものなのかについて、ほとんどわから

ない。わからないうちにどんどん事態

は進むわけで、気付いたときは既成事

実だけがある。

さらに、独立行政法人化するにはい

ろいろな問題があります。例えば、東京

大学は非常に大きな演習林や農場、あ

るいは博物館などをたくさん持ってい

ます。法人化された場合、それらはどこ

に行くのか？国立大学のほとんどの方

は、それらは国立大学のものだと思っ

ているわけです。ところが、例えば加藤

寛千葉商科大学学長は「あれは国民の

ものだ。冗談じゃない。国立大学の財産

とは何事だ。少なくとも国のものであ

る」と言っています。国立学校特別会計

には、かなりの借金があるわけですが、

これはどこへ来るのか。大変なことで

あります。それから、独立行政法人化し

た国立博物館の百済観音などはどうな

るのか。もし、国立博物館のものなら、

極端な話ですが、困ったら売ることが

できるんです。法人ですから。ところが

そのためには財産目録を作って値段が

全部いくらかを書かなければいけない。

いずれにしても、国立大学が今までの

窮屈なところは楽になり、なおかつ自

立性をもって、今度は私学をターゲッ

トにしながら競争関係に入ることにな

ります。

それから、これから私が私学高等教

育研究所で十分研究したい問題は、国

立がなぜ 1 兆 5,000 億円の税金が入っ

て、私学は3,000億円しかもらえないか

ということです。基本は学校教育法の

設置者負担の原則だと思います。設置

者負担の原則というのは、大学をつく

れるのは国と地方自治体、それから学

校法人だけなんです。国がつくったと

ころは国がお金を手当する。国だから

税金で手当する。私学は学校法人が負

担するということになります。しかし

学校法人は何で負担するかと言ったら

学生の納付金で負担することになるわ

けです。負担するのは学生というか保

護者です。これが収入の50何％となっ

ています。ですから、国立に対しては全

部みなさんの税金で賄っているのです。

私学に来た人は授業料を払う。これは

二重負担ですね。二重負担をどうして

許しておくかというと、もとが設置者

負担の原則というところにあると考え

ております。

文部省は設置者負担の原則を盾に、

法律がこうなっているからと言って、

国立大学のことしか考えていないんで

す。文部省は国全体の教育のことを考

えてくれなければ困るのに、国立大学、

いわば自分の子供に財産をやろうか、

どれだけ自由をやろうか、小遣いをい

くらあげようかということで、私学の

ことは一言も触れない。

文部大臣は独立行政法人化の問題に

対して、国公私を含めた高等教育政策

がどうあるべきか。それが私学にどう

いう影響を及ぼすのか。そういう影響

に対しては文部省はどういう措置を

とるのか。そういうことは何も書いて

ないんです。国立大学に対してだけ、

「悪いようにはしないから言うことを聞

け」ということを書いてあるに過ぎな

い。そういうことを平気でやっている

のは、私学人が文句を言わないからだ

と思うのです。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

第三者評価機関が発足
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2番目の問題として評価の問題に移ら

せてもらいます。先ほど第三者評価機

関のことを申しあげました。独立行政

法人になると、3年から5年の間に必ず

業績評価をされることになります。評

価を出して予算を査定されるわけです。

これは国立大学のみならず、全機関が

評価の対象になります。今まで評価と

いうのは、大学の場合では自己点検評

価です。自己点検評価では大学が自ら

やりますよということは第三者に踏み

込ませないっていう意味です。大学は

学問の自由と自治の機関であります。

自治の機関が外部の権力に踏み込んで

こられては自治の名に相応しくない。

我々が自分で自分を評価し点検します。

それによって改革します。というのが

自己点検評価の精神なんです。この方

式で今まで7年経っている。この3月に

文部省は、やはり自己点検評価方式で

はだめだ、第三者評価にしなければい

けない、ということで出てきたのが第

三者評価機関です。

第三者評価機関というのは100 人の

事務官と専任教官が十数人、それから

審査にかかわる方が 1,000 人に近いと

非常に膨大な組織です。大学を全部評

価の対象にするという話になった。と
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ころが、私大団体が私立まで入れない

でくれと批判して、当面の間、国立大学

だけになったわけです。しかし、法律上

は大学全体に関わっているということ

です。第三者評価機関がどうしてでき

たかといえば、これも行政改革の関連

で、いままで文部省が持っていた国立

学校特別会計のお金をそのまま維持し

ていくのはかなり難しい。みんなにわ

かるような客観的な基準を持って、削

減しなくてはいけない。全国一律に通

用するような基準を開発しようという

ことで生まれました。

つまり自己点検は文部省に言われて

やっていたという面もあり、80数％以

上の大学が自己点検評価をやっている

んです。これは残念なことですけど、広

島大学の大学教育研究センターが行っ

た調査で、「あれは形骸化している」「改

革にちっとも結びついていない」とい

う意見がかなり出たのを利用されたと

いうか、大学自身がやる評価はあてに

ならない。ある意味で大学への信頼の

崩壊が第三者評価機関になったのでは

ないかと私は解釈しております。第三

者評価機関がなぜ私学に関係あるかと

いいますと、当面の間は国立大学だけ

ですけど、私学は何もやりませんよっ

ていうことでは通用しない。やらない

大学には私学助成はしないよといった

ら、私学は困ってしまいます。私はこう

いうことをやる機関が国の機関である

ということに非常に危惧を持っていま

す。国家が設置認可の権限と予算配分

の権限、評価の権限、大学の質の評価権

を持ち、しかもその評価の善し悪しが

予算配分にまでつながるわけです。こ

れは大変な危機だと思います。私学人

が反発しないので、じわじわ私学統制

に出てきています。

一例をいいますと、大学入試セン

ター試験。あれも国立だけやりますと

言っていたのに、今は私立大学300校ぐ

らい入っているんです。つまり、学生を

選ぶという大学にとって非常に大事な

ところが国の統一的な試験の中に入る。

国のコントロールの中に入るわけです。

これ自体が私は私学の自由の危機では

ないかと思うのです。今度はそれが評

価の方に来ており、私は非常な危機感

を感じております。私学高等教育研究

所がつくられたのも、そういう危機感

からではないかと思います。

第三者評価機関がこれから活動を始

めますと、460校ある私学はどうするん

ですか。例えば、大学基準協会に入って

おやりになるんですか。あるいはどこ

か独自の評価でも始めるんですかとい

うようなことを文部省が聞いてくると

思いますし、そうした評価機構に入ら

ないところは私学助成の対象にできま

せんとなるかもしれません。それなら

どうするかといえば、やっぱり私学独

自の評価システムを考えて、私学を生

かし、元気づけ、活性化させるようなシ

ステムを作って、世の中の信頼性を得

るだけのものを持っていることを示さ

ない限りは、自己点検評価路線が敗北

したのと同じように、第三者評価シス

テムの中に包み込まれてしまうんじゃ

ないか。ちょうど、あの大学入試セン

ターが、今、私学の非常に多くの大学を

包み込んでしまっているという同じ運

命にならないとも限らないわけです。

私が基本的に国の評価システムに反

対なのは、これからの高等教育が多様

性を保つために、いろんな形の高等教

育が必要だと考えているからです。国

立大学本位の評価システムだけで、い

ろいろな可能性をもった高等教育を律

されては日本の国のためにはならない

し、日本の活性化にはなりません。大学

審議会の1998年の「21世紀の大学像」

という有名な答申がありますが、副題

は「競争的環境における個性輝く大

学」。つまり、これからは競争的環境の

中で、個性を持った大学しか生き残り

ませんよというメッセージです。そう

いうことを出したところが、第三者評

価機関をやって個性を滅さつするよう

なことになりませんか。僕の反論はそ

れです。アメリカではaccreditationの本

当の意味はnon- governmental あるいは

anti-governmentalという意味です。つま

り政府や権力にさわらせたくないから、

自分たちで信頼のできる評価システム

を作り出してそれを実行する。それに

よって大学を良くしていく。そういう

精神がaccreditationで、自己点検評価の

もとになったわけですが、それに対す

る攻勢が文部省側から始まっているわ

けです。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

アメリカの大学評価
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

21世紀は何が起きるかわからない危

機の時代と言われています。危機とい

う字は、ご承知のように危ないという

字と機会の機、チャンスの機という両

方の意味を持ってまして、私は、危機と

いうのは従来の価値観や大学観、教育

観などが崩れ、地盤が揺るぎだしてい

る時代を言うのではないかと思います。

その場合、2つの対処の仕方があると思

います。1つは今までの教育観、大学観

をなんとかして守ろうという立場。確

かにdangerousな時期だと思います。逆

に、新しい時代なんだから新しい大学

像を創ろうと考える人にとっては絶好

のチャンスです。今までの権威ある大

学像がグラグラする時代ですから、逆

に新興の大学が勝利を握れるチャンス

が出てくるというふうに考えられます。

その際に、最初にチェックすべきこ

とは、いわゆる自己研究に着手するこ

とが必要ではないか。意気投合された

方だけでも結構です。一体、大学という

ものは今どういう状況なのか、過去ど

ういうところから今どういう状況に変

わって来たのか。そしてこれからどう

いう方向へ行くのか。我々はどこから

来て、どこにおり、どこへ行こうとして

いるのか。これはどんな問題を考える

ときでも必ず基本的な3つの方向です。

僕はaccreditationの外部実地調査、外

国人として恐らく初めてだと思います

が、アメリカのニューイングランド基

準協会の大学評価の外部実地調査に参

加したことがあります。その時に、評価

を受ける大学側が1 年かけて非常に立

派なSelf Study Report を作ったんです。

教育、研究、管理、財政、就職、対外活

動などの項目に分けまして、それぞれ

報告書を作って学内で研究に役立つよ

うに議論をやるわけです。議論をやっ

てその結果をまとめたものなんです。

学長さんが、こういうことを言われま



6

した。「評価を受けるためだけにこれだ

けの手間をかけたら全く合わない。と

ころが、そういうことをやることに

よって全学の人たちがどういうことを

考えているのかを知ることができた。

自分もいろいろ批判を受けていろんな

ことを知ることができた。参加する人

たちが自分の大学とは何なんだ、何の

ために存在するんだ、何がミッション

なんだ、これからどうしなきゃいけな

いんだということがみんなで共有され

るようになる。だから1年かけてそうい

うことをやる、そのプロセスが実はac-

creditationの準備のための改革なんだ」

もう 1 つ学長さんはおもしろいことを

いってました。「われわれは 1 年以上

やっているんです。だから、どこが弱い

とか、どこが悪いとかわかっている。そ

の時に評価委員会がそれを突いてくる

か、こないか、こっちは楽しみにしてい

ます」しかも、単に分厚い点検評価報告

書を出すことにエネルギーをつぎ込む

んじゃなくて、それを作るプロセスで

いろいろディスカッションする。そう

することによって学内の情報を収集す

る。それから大学のことを考える、みん

なでディスカッションする、こういう

ことをやることによってSelf Studyは意

味がある。いわゆるSelf Studyをやった

後にそれを読んで、各地から全然その

大学に利害関係を持たない人たち10人

ほどの評価者がやってくるんです。

その人たちが朝9時から5時まで調査

し、ホテルへ帰った後も夕食後から夜

中の1時、2時までディスカッションを

しますが、これを3泊4日でやるんです。

最後に日本からはるばるやってきたあ

なたはどんな感想を持ってるかと言う

から、「よその大学のことにどうしてこ

んなに一生懸命やっているのかと僕は

驚きました」と答えると、みんな口々に

言いました。「あなたね、よその大学

じゃないんですよ。Our Universityなん

ですよ。我々が創って行く大学なんで

すよ」。私はこの経験が自分の大学に

とってものすごく役に立った。よその

大学ばかりでなく、ここも同じことを

考えているんだとか、ここはこういう

ふうに違うんだとか、そういうことに

ついて自分たちがどれだけ勉強になっ

たのかわからない。だからこれは決し

てよその大学ではない、我々の大学で

すと言われたときに、僕は大学史でよ

く学んだ大学はギルドから始まったこ

と、やっぱりギルドって生きているん

だって思いました。同時に自分の不明

を恥じました。

評価の国ってのはすごいなあって思

いましたけど、団長のマニュアル、団員

のマニュアルに団員の心構えとかいろ

いろなことが書いてあるんです。最後

に「あなたの団長を評価せよ」というの

がありまして、「団長はよくやったよ」

とか「あんまりフェアじゃない」とか書

いて、Confidential Letter で基準協会に

送るんです。団長の方には「あなたの団

員を評価せよ」、これは全員を評価する

んです。それから大学の方は「実地評価

団を評価せよ」というわけです。

日本の大学の外部評価はあまり厳し

いことは言っても書かないということ

で、なあなあで書いているわけですけ

ど、あんなことをやったらだめですね。

そこできちっと自分の評価を言うって

いうことがその人の評価者たる資格で

ありますから、隠して言わないとか曖

昧にするっていうことは逆にその人の

評価を下げられてします。そういう評

価者がニューイングランド基準協会だ

けで 500 人くらいいるそうです。その

500人くらいのあるリストの中から、例

えば中部大学をaccreditationの実地対象

にするっていったら、どなたが一番ふ

さわしい団長であるか、どういう人を

選んだらいいか。その中には、人種とか

性別とかそういうものをかなり配慮し

ている。しかも100年近い歴史を持って

いるんです。そういう精神で創ったの

が、日本の大学基準協会なんですが、最

初から日本に根付かないというよりは、

根付くような体制をつくっていなかっ

たのではないでしょうか。

私が最後に申し上げたいのは、生き

残り策なんていうのは非常に嫌な言葉

ですが、英語には“more than survival”

という言葉がありまして、その要点と

いうのは、今いる学生を大事にする。そ

の学生さんに、本当にこの大学に来て

学んで良かったという経験を与える。

その方々が、自分の卒業後に自分の子

供とか兄弟とか友人とかを誘ってくれ

る。そういう中核がないと、どんなキャ

ンペーンをやっても長続きはしないと

思います。大学は地道な日々の教育へ

の努力を通じて卒業していった人たち

が、社会に出て少しずつ知名度や名声

を上げていくという平凡なことですけ

ども、そういうことしか生き残りの方

法はないのではないかと思います。

●略　歴●

喜多村　和之氏（きたむら　かずゆき）

1936年東京都生まれ。早稲田大学文

学部哲学科卒業、東京都立大学大学

院人文科学研究科中退。国立国会図

書館勤務、広島大学教授、放送教育開

発センター教授、国立教育研究所教

育政策研究部長を経て

現在

日本私立大学協会附置・私学高等教

育研究所主幹、早稲田大学客員教授

（大学院文学研究科）・同大学教務部

参与（大学史資料センター）、広島大

学名誉教授。

専門

大学論・高等教育論　博士（人間科

学、大阪大学）

著書

『大学淘汰の時代』（中公新書）

『大学への旅』（紀伊國屋書店）

『現代アメリカ高等教育論』（東信堂）

『現代の大学・高等教育―教育の制度

と機能』（玉川大学出版部） ほか


